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当センター（FINMAC）は、株や投資信託、FXなど
の取引に関するトラブルについて、ご相談や苦情を
受けつけ、公正・中立な立場で解決を目指します。

機　 関　 誌機　 関　 誌機　 関　 誌

●当センターの動き（平成25年3月～6月）
●平成24年度の相談・苦情・あっせんの特徴について特徴について

●プロフェッショナルに聞く
「あっせん委員から見た和解へのプロセス」「あっせん委員から見た和解へのプロセス」
あっせん委員  弁護士  川上敦子

あ っ せ ん 委 員 の 眼シリーズ

フ ィ ン マ ッ ク
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● 理事会（3月1日及び3月26日）
● あっせん委員と相談員との

意見交換会（3月14日）
● 運営審議委員会（3月25日）

● ブラジル日本国際シンポジウム（4月3日）
● 相談員研修（4月11日）

● あっせん委員候補者推薦委員会（4月25日）

● 相談員研修（5月29日）

● 運営審議委員会（6月5日）
● 理事会（6月14日）

● 相談員研修（6月21日）
● 社員総会（6月25日）

3月

4月

5月

6月

活動活動報告報告報告報告

当センター当センター
（FINMAC）

の
動き

フ ィ ッマン ク

■相談・苦情・あっせんの状況（Ｈ24.4～Ｈ25.5）

■ 相談、苦情、あっせん件数

相談件数 苦情件数 あっせん件数

H24.4月 392 118 39

5月 455 122 41

6月 523 107 28

7月 496 94 24

8月 505 101 31

9月 529 88 19

10月 544 90 25

11月 526 96 31

12月 532 95 33

1月 491 93 24

2月 565 76 19

3月 578 72 20

H24年度合計 6136 1152 334

H25.4月 989 107 29

5月 811 98 25
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平成25年 6月末日現在、協定事業者1,553社、特定事業者991社となっています。

■ 協定事業者数

日本証券業協会 476 社

一般社団法人 投資信託協会 129 社

一般社団法人 日本投資顧問業協会 751 社

一般社団法人 金融先物取引業協会 164 社

一般社団法人 
第二種金融商品取引業協会 33 社

協定事業者合計
（各協会の会員数を単純合算した数値） 1553 社

（平成25年6月末日現在） （平成25年6月末日現在）■ 特定事業者数

特定事業者 991 社

■協定事業者・特定事業者の状況

■トピックス

「ブラジル日本国際シンポジウム～『ADRの現状と課題』～」
日時：平成25年 4月 3日（水）
場所：公益財団法人自動車製造物責任相談センター　会議室

当センター青山理事が理事長を務めている公益財団
法人自動車製造物責任相談センター主催の「ブラジ
ル日本国際シンポジウム」において、当センターの
松川理事が日本における金融ADRについて報告を
行いました。

日時 :平成25年６月25日（火）　午前10時
場所 :東京証券会館５階
　　　日本証券業協会 第１会議室

東京都中央区日本橋茅場町１-５-８

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん
相談センター通常総会を開催しました。

■FINMAC関連事業

「通常総会」の開催について
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相　　談

苦情、あっせん申立

平成23年度

平成24年度

5332

未公開株及び他業界をのぞく件数　　 未公開株及び他業界の件数

苦情23年度

苦情24年度

あっせん申立24年度

あっせん申立23年度

1530

1152

467

334

6,136件
▼7.4％

6,626件

▼24.7％

▼28.5%

5407 729

1294

平成24年度の苦情、
あっせんの申立ては、

前年度に比べて2、3割減少し、
落ち着いてきています。

平成24年度の相談、苦情、あっせんの受付状況は次のとおりです。

平成24年度の
相談、苦情、あっせんの特徴について

平成24年度の苦情、あっせんの申立ては、前年度に
比べて減少しました（それぞれ、▼24.7％、▼28.5％）。
商品別の内訳をみますと、苦情では、株式

（27.3%）、債券（22.4%）、投資信託（20.4％）、金
融先物（17.9%）などが多くなっています。あっせ
んの申立てでは、金融先物の件数が落ち着いてきて
いるものの、全体に占める割合は引き続き高い割合
を占めています（121件・36.2%）。次いで、投資信
託（19.2％）、債券（18.6%）などが多くなっていま
す（参考1）。  
苦情や紛争の内容では、引き続き、説明義務や適

合性（勧誘する商品等が顧客の知識、経験、財産の

状況、投資目的に照らして適合的であるかどうかと
いうこと）に関するものが多くなっています （参考２）。
あっせん申立ての法人・男性・女性の内訳は、法

人51.8%、男性24.0%、女性24.3%となっており、
個人のうち70歳以上の方が45.9%を占めています
（参考3）。
　あっせん申立て請求額の分布は、5千万円以下
52％、5千万～1億円18％、1億円超30％となってい
ます。
　当センター業務開始以降平成24年度までのあっ
せん申立て累積件数は1,148件となりました。うち
1,066件が終結しています。

ハイライト
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商品・サービス別内訳（平成23年度→平成24年度）

■株式　  ■債券　  ■投資信託　  ■金融先物　  ■その他

苦情23年度

苦情24年度

あっせん申立23年度

あっせん申立24年度

23.9 22.5 25.9 17.2 10.5

27.3 22.4 20.4 17.9 12

11.4 18.6 19.2 36.2 14.6

11.8 25.1 20.1 31.9 11.1
1152件

1530件

315件 258件 235件 206件 138件

366件 345件 397件 263件 159件

334件

467件

38件
（▼17件）

62件
（▼55件）

64件
（▼29件）

121件
（▼28件）

49件

55件 117件 94件 149件 52件

（注）金融先物には、ＦＸ（外国為替証拠金取引）や通貨オプション取引を含みます。

（注）申立て時点で年齢が判明している申立人における分布（注）平成 23年度の法人の割合は43.9％

参考1

紛争及び苦情の類型別内訳（平成23年度→平成24年度）

■説明義務　  ■適合性　  ■その他勧誘関係　  ■売買取引　  ■事務処理　  ■その他

苦情23年度

苦情24年度

あっせん申立23年度

あっせん申立24年度

1152件

1530件

334件

467件

158件 127件 16件 27件

参考2

あっせん申立ての個人法人別・年齢別状況（平成24年度受付分）

14.5

参考3

あっせんの終結参考4

70歳以上
45.9%

50歳未満

男性
24.0％

取下げを除く
終結件数
385件 和解

223

不調
162

女性
24.3％

法人
51.8％

50歳代

60歳代前半

60歳代後半

70歳代前半

70歳代後半

80歳以上

12.1

14.5

12.9

16.9

12.1

16.9

22.8

47.3

17.3

38.0

13.0

4.8

25.7
469件 194件 227件 337件

30.7 12.7 14.8 22.0

8.1
254件 121件 48件 38件

264件 199件 149件

11.6 9.5
169件 134件

11.0 8.7

134件 110件296件

54.4 25.9 10.3 8.1

あっせんの申立てでは、
全体の件数が減少する中で、
金融先物が引き続き

高い割合を占めています。

適合性をめぐる紛争が
約4割となっています。

金融先物関係事案の
影響もあり、法人事案が
半数を占めています。

あっせんの終結は、
約半数で和解が
成立しています。

　平成24年度に終結したあっせんの件数は、415件で、その内訳は、取
下げ等30件、和解223件、不調162件でした。取下げ等を除く終結件数
に占める和解件数の割合（和解率）は58％でした（平成23年度56％）。
　あっせん開催回数2回までの事案が全体の91％を占めており、平均開催
回数は1.4回でした（平成23年度1.8回）。
　請求額別の和解率をみますと、5千万円以下55％、5千万～1億円56％、
1億円超63％でした。
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北海道地区（２名）　
北海道

田中 燈一　 矢吹 徹雄

東北地区（２名）
宮城、福島、山形、
岩手、秋田、青森

真田 昌行　 中村　 健

北陸地区（２名）
石川、富山、福井

髙木 利定　 堀口 康純

九州地区（２名）
福岡、佐賀、長崎、熊本、
大分、鹿児島、宮崎

林　 正孝　 和智 公一

四国地区（２名）
香川、愛媛、徳島、高知

大平　昇　 関谷 利裕

中国地区（２名）
広島、鳥取、島根、
岡山、山口

寺垣　玲　 山本 英雄

大阪地区（６名）
大阪、京都、兵庫、奈良、和歌山、滋賀

岸本 達司　 塩野 隆史　 瀧 賢太郎　 
中田 昭孝　 松山 恒昭　 山田 長伸

あっせん
委員

（　　  ）平成25年（　　  平成25年（　　  7月現在（　　  7月現在（　　  

東京地区（１6名）
東京、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
神奈川、山梨、長野、新潟、沖縄

池田 秀雄　 池永 朝昭　 内田　 実 
大谷 禎男　 木崎　 孝　 児島 幸良　 
柴谷 　晃　 滝本 豊水　 千葉 道則　 
野間 敬和　 羽尾 芳樹　 萩尾 保繁
松井 秀樹 　松野絵里子　 山口 健一
山本 　正 　

　あっせん委員は、双方から提出された書
面や証拠などを読んだ上で、あっせんの場
に臨みます。そして、双方から事情を聞き
取りますが、その際、私が考えるポイント
は、多くの場合下記のような事項です。
①  申立人の属性（年齢、経歴、取引経験、
収入、資産等）

②  商品自体の問題点の有無（損失が拡大
する危険が片面的等）

③ 取引の経過や、十分な説明をしたか等
④  申立人からのクレームが出された時期、
内容、その後の担当者や会社側の対応

　そして、会社側が申立人に対し何らかの
負担をして解決した方がいい事案だと思っ
た件では、どのような金額での解決が妥当
だと考えるか等、あっせん委員からの具体
的な和解案を双方に提示します。
　最初は双方から反発される場合もありま
すが、なぜそう考えるかの根拠をできるだ
け丁寧に双方に伝えます。
　裁判所で行なう証人尋問などはしないの
で、言った、言わないなどの水掛け論になっ
たままの事案もありますが、そうではない動

かない事実をできるだけとらえて、事件の筋
を見通す努力をし、申立人に対しては、幅の
ある解決案の中で、なぜ、今、その数字で
解決することが申立人の利益と考えるのかを、
お話します。また、責任はないと主張してい
る会社側に対しても、全く落ち度がなかった
とは言えないと考える理由などを説明します。
　そうすると、私の考えを当事者にある程
度理解していただいた場合には、互いに譲
歩していただいて和解が成立します。
　実は、実際の裁判でも、同じような作業
が行なわれ、双方の主張や争点を整理した
時点で事案が見通せて和解ができる場合が
あります。
　もちろん、これは申立内容を認めること
は困難だと思われる申立もありますし、逆
に、会社側が不当に強行と思われる場合も
あるなど、和解ができない場合もあります。
　けれども、事件について丁寧に記録を読
み、和解して解決すべきと考えた事案につ
いて、私の見通しを当事者に理解していた
だいて、何とか和解ができた場合には、あっ
せん委員としても安堵と喜びを感じます。

シリーズ   あっせん委員の眼 プロフェッショナルに聞くシリーズ   
あっせん委員
弁護士　川上 敦子

「あっせん委員から見た和解へのプロセス」
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FINMAC

連載

聞くは一得一得!
　政府の「量的金融緩和政策」のことで、国
内においてすでに超低金利政策を実施してき
たため金利引下げの余地がない状況下で、中
央銀行（日本銀行）が、市場に供給する資金
量を目標として金融緩和を行う金融政策をい
います。
　市中銀行（都市銀行、地方銀行等）は、日
本銀行に預けている当座預金残高の額に比例
して融資を行うことができるため、日銀が公

開市場操作の一環としてその当座預金の残高
を増やす（預金準備率を引き上げる）ことで、
市中の通貨供給量（マネーサプライ）の増加
が期待できます。
　このような政策をとる背景には、深刻なデ
フレ（物価下落→企業業績低下→景気低迷）
に陥ると、政策金利をゼロにしても十分な景
気刺激効果を期待できないとの判断があり、
マネーフロー（資金循環）を良くして、消費
意欲を向上させようというねらいがあるとさ
れています。　

量的緩和

相談員奮闘記
そ う だ ん ふ ん と う きい ん

の声を伝えることで対応を終えております。
　また、「注文入力画面を開いていないの
に、画面をクリックしたら保有株が売却さ
れた」、「一部のポジションを決済したはず
なのに、全てのポジションが決済された」
といったネット取引による操作上のトラブ
ルも発生しています。
　ネット取引は、手数料が安価で手軽に取
引することが可能である反面、前述したよ
うな業者側のシステム障害のリスクや投資
家自身の操作・入力ミス等のリスクもあり
ます。多くの証券会社では取引システムの
強化やサポート体制の充実を図っていると
聞いております。既にネット取引を利用し
ている投資家やこれから利用しようと考え
ている投資家の皆様には、今後も起きるか
もしれないネット取引のリスクとして十分
にご注意して、証券取引を行っていただき
たいと思います。

　平成24年に発足した第二次安倍内閣が
打ち立てた経済政策「アベノミクス」をきっ
かけに、日経平均株価が大幅に上昇、平成
25年5月には1万5千円台の高値を付けるな
ど、株式市場が活況となりましたが、それ
に伴い、インターネット取引に関する相談
や苦情が増加しました。
　平成25年4月～5月には、一部の証券会
社で発生したシステム障害等を原因とした
「注文受付通知や出来通知の遅延」等に関
する苦情が多く、なかには「逸失利益」の
損害賠償を求める相談もありました。残念
ながら、システム障害を理由とした「逸失
利益」の損害賠償については、証券会社に
おける取引約款等の免責事項に該当してお
り、また、「もし～していたら」などという、
損害賠償請求は、当センターのあっせんに
は馴染まないことから、当センターから証
券会社に対して、多くの投資家からの苦情

相談員Ｎ
相談員
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機関誌「FINMAC No.10」2013（平成25）年7月24日発行 ※無断で複写複製することは著作権者の権利侵害になります。

東 京 本 部 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町2-1-13 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町2-1-13 第三証券会館
大阪事務所 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜1-5-5 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜1-5-5 大阪平和ビル

フリーダイヤル

0120-64-5005
（月～金曜日9：00～17：00 祝日等を除く）

ご相談はお気軽に、お電話でどうぞ！

http://www.finmac.or.jp

　本機関誌が発行されて、今回でちょ
うど10号目となりました。事業者の
方や利用者の方に、初めて当センター

を紹介させていただく時は、まずは本機関誌を
御案内することにしております。
　本機関誌は、ホームページに掲載しておりま
すが、当センターの動きや最新の情報は、本機
関誌の最新号を御確認いただくことがよいと考
えております。
　つきましては、この名刺代わりともいえる本
機関誌をより一層充実させていきますので、引
き続き御活用いただければ幸甚でございます。

編集
後記

平成
25年

７月月
・あっせん委員懇談会
  （あっせん業務研究会）（東京会場 7/24）

８月月
・ あっせん委員懇談会
  （あっせん業務研究会）（大阪会場 8/7）

９月月

～

10月月

・ 運営審議委員会
・ 理事会
・ 機関誌FINMAC No.11の発行（予定）

今後の予定今後の予定

■ 当センターの
事業計画・予算について

　平成25年 6月25日開催の社員総会において、下記
事業計画並びに収支予算について了承されました。事
業計画については、下記事項に重点をおき業務を行っ
ていきます。
　なお、事業実施に伴う支出（予算）については、相談、
苦情及びあっせん事業支出206.2 百万円、情報提供及
び広報事業支出20.7 百万円、管理費支出86.4 百万円、
予備費10百万円となる見込みです。

 平成 25年事業計画
1 苦情相談及び紛争解決業務の実施
2 あっせん委員及び相談員の資質の向上に
向けた取組み

3 紛争解決業務の情報提供
4 他のADR機関、自主規制団体等との緊密
な連携

5 普及啓発活動の実施
6 業務の質の向上に向けた継続的な取組み 

■ ホームページを
リニューアルしました

　平成25年 6月、アクセスの機能向上や情報提供の質
の向上を目的に、ホームページを全面リニューアルいた
しました。情報を探しやすいようメニュー機能を工夫し
たり、当センターの業務内容をわかりやすく解説したり
するなど改善しておりますので、是非ご活用ください。
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